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研究ノート

所得税率のインフレ効果*

ヒックス的アプロ…チ…料

久保田義弘
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はじめに

bックスは今aの経済をど賎定締格部門とイ移籍鰯格部門から構成されている

諮合経済としてとらえている。題定価格部門では市場価格は警護給法躍にもと

づいて形成されるのではなし 生長在主体の正常な生産費セ回収ずるように形

成されるo したがってこの部門の錨格水準は生産費の{恒常的変動によって影

響される。この部門における錨格形成を正当化ずる標準的な理論は""'iーグ・

アップ銀格付けである。それ故この部門の生穀物値絡が可変給費用とマー

ク・アップの和に毒事しいときには， 爽擦の価格水準はー窓不変で~あるG もし

マーク・アップ額絡付けされた締格〈関標額格)水準が実際の錨格水準より

も高いならば実際の錨格水幾は上界するo また逆であるならば，突轄の価

格水準は下落する。他方，需給の法到によって儲格が形成されている仲結額

* ヌ幹事誕の作成にあたり， 編纂委長の一人である小聖子治助教授から有益なコメントをいた
だいたことを感謝する。勿議議，本文中のすべての誤謬には筆者が論支衣食う。

材 木稿は鈴綴{商務および間短縮務部門から機成されている混合緩済において，税率のイ
ンフレあるいは失業氷雪警に与える効果を分析するという索、味において拝ッグス的であ
る。
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格部門では諸過諜要〈供給〉が生じるとその鯨絡水準は上昇(下藷〉する。

経済が出i定錨絡部門と伸縮価格部門から;構成されているとされ 経務全体の

f面格水準〔物価君主準)は両部門における価格変動の影響をうけるの同様のこ

とは賞幣賃金本の変動に関しても設える。貨幣紫金率が需給の法員立によって

決恕されているならば，労働市場は伸縮的である。 しかしながら，実幣賃金

本は一般物錨水準におスカレートして上昇する場合もある。たとえば，労機

者〈労働組合〉は彼の金活水準を保持するために賛幣賃金率を物価水準にエ

スカレートさせようとする。 このとき貨幣賃金率は物価水準〈生諸費〉にマ

グ・アァブして決定される。経済全体における策幣賞金率は伸縮的姿腐と

閲定的要因との影饗をうけて変動する。

所得税も生産紫および生活費の一部である。それ故この税率の増加は寝定

価格部門における1IIIi格水準および貨幣賃金率の変動を通してインツレーシ混

ン していくと られる。

1欝 基本モデノレ

我々は識合経済において労i勤務の過剰所得要求がインフレ鎮向さと強くする

こととこの経済において間短縮格部門がインブレに賞務宏負っていることきど

明らかにする O 本館および次離の展開はピッチフォード出ターノフスキー

(5J (6)に依存する。

この経済において生態プロセスは 1投入1産出のコブおおダグラス裂の生産

関数によって示されるとしよう。 この生産関数は生主主主体の計画投入量と

爵E転出量との関係を示している O 言十鰯数量に墨印~付すると生産関数は，

(l…1) Qi* = ft (Li*)加 AiLt*f

となる。伸縮錨格部門における髄格調整方程式は，

(1-2) 

P1/P1 =k1 (121，三.Q~)
1 ¥ Q1 

I L，-L， ¥ 
W:/W1=k3 (一一)

(0くTく1) 1， 2) 

k" ka>。



として示され，

(1-3) 
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固定価格部門におけるそれは

/P/'-P。¥
P2/P2=k21~玄勺

/W.D-W.¥ 
W2/W2=k41~杭~-')
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k2• 九>0

として示される。ここでD1は有効需要水準，L1は労働の完全雇用水準，Ql 

はこの完全雇用に対応する産出水準，P2D は目標価格水準および W2D は目

標貨幣賃金率であり，p2D=m'W2および W2D=n'P2である。 m'およびが

はマーク・アップ因子であり正である。

最初に伸縮価格部門の安定性を吟味してみよう。生産主体は有効需要に等

しくなるような生産計画を立てるとしよう。つまり D1=Ql*であると仮定

できょう。有効需要 (D1) は，

(1-4) PID1=CLWIL1*十Cp(P1Ql*-W1L1ポ)十CvV+G

として与えられる。ここでは CL賃金所得から支出される割合 Cpは利潤所

得から支出される割合 Cvは資産価値の支出される割合 W1L1*は賃金所

得，P1Q，*-W1L1*は利潤所得，Vは資産価値および G は外生的に与えら

れる政府支出をそれぞれ示している。(1-2)に(1-4)を代入すると

Ql* 
P1 =k1{((CL-CP) W，十CrP1)二一+(CvV +G)/Q-P1} Ql 

が得られる。ここにおいて Ql*=Qlであるとしよう。このとき我々は

(1-5) P1=ム(Cp-l)P1十ム(CL-CP)W1+丸(G+CVV)/Ql

を得るニとができる。(1-1)より，

L円 Ql*/長一 (O<r<l) 

が導出される。 D1=Ql*であることを考慮すると， これは

(1-6) W1L1*=rPIDl 

となる。 L1*=L1のとき (1-2)および(1-6)から

(1-7) 命1=k3rCrP1十九r(CL-Cp-l)W1十k3r(G+cvV)/Ql

が得られる。(1-5)および(1ーのより
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(P1 i rkt(cp-l) k1(C1.-Cp) 、(P1i(k1(GャトCVV)/Qli 
(1 -8 ) 1 -L  1 _ ， 11 ___ 1 + I _ ， _ 

lW1J lkarcp ksr(c1.…Cp…1)人W1J lkar(G+cVV)/Ql) 

この係数行列た D'とする o O<cp，れくlであるならば，

trDI=kt(cp一位十ka(CL…CP…1)くO
(1-9) 

detD'=ktkar(l-c1.)>。
となる。経済が伸鰭価格部門のみで構成されているときには，経済は安定的

である。

他方，経済が諒恕髄格部門のみで構成されている場合に経済は定安的にな

るだろうか。

(1-3) より

P2巴 kz(m'W2 -P2) 

昨fz官 k4(鍔'Pz-WZ) 

が得られる。これより

(1-10) 〔Zト(JJ てJ(~J
が得られる。この係数行列を D"とすると，

trD"認定-k章一九く0
(1 ~ll) 

detD/I=kzムCl-m'n')く0

となるので、， 閥定価格部門のみで経済が構成されているときには，経済は安

定的ではない。

つぎに混合経済においてその安定性を吟味してみよう。この経済体系にお

ける偲格調整方程式は，

( 1-12) 

R-Q ， .， PD…P 
P/P=kt(一言一一)+kz(十P

L本-L， .， WD 孫r
W/W=k3C--=-L…)+丸〈… W kb kz， ka，丸>0

として与えられる。ここで PJ)=mWおよび WD=nPとし，m， n>lであ

るO また PR出 PQ*としよう O さらに
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Q*=ALHおよび

PR=cLWL*十Cp(PQ*-WL*) +CvV +G 

であるとしよう。適当な単位の選択によって L=Qとできるとしよう。 L=

L*および Q=Q*であるならば， これらの関係を使うことによって(1-

12)は，

p=[ム(Cp-l)-k2JP+[kj(CL-CP)十k2mJW

十kj(cvV十G)IQ

W=Ck3TCp十九州P+Ck3T(Cc-Cp) -ks-k4JW 

十k8T(CvV+G)IQ 

と変形される。以下において (CvV+G)IQ=Eとおく。よって我々は

(Pi (kj(cp-l)一九ん(CL-CP)+んmiiPi (kjE i 
(1 -13) 1 -'--1 = 1 _ ， _ _ 11 ___ 1 + 1 _ _ 1 

lW) lksTCl'+k4n ksT(CL-CP) -ks-k4，JlW，J lksTE，J 

を得ることができる。この係数行列を D とすると， 0くCL，Cpく1のとき，

trD=kj(cl'-l) +ksT(CL-Cl')一九一九一九くO

detD= (CP-CL) (kjksT+kjk4n+kzksT) +kjk4(1-cp) 

+kjks(l-cp) +kzksrm(1-cp) +kzks(l-rm) 

+kzk4(1-m匁)三o
が得られる。(1ー13) より P=Oおよび命=0とすると，

1 -kjE kj(CLーCp)+んm 1 
P* =1 1 / 

1 -ksrE ksT(CL-Cl')一九一丸 1/detD 

および

I kj (cp-l)ーん ームE I 1 
W*=I 1/ 

I k3rCp十k4n -ksTE 11 detD 

が得られる。 P*および W*は定常状態における物価水準および貨幣賃金率

である。これらは必ずしも均衡水準ではなL、。この P*および W*の関係式

から実質賃金率が求められる O つまり，

(1-14) W* IP*三 w*= (kjksT + k2k3 + ktk4n) 1 (ktks十k2k3Tm+ ktk4) 

が得られる。(1-14)を使うと定常状態の物価水準は，
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P* =E/{(CP-CL)ω* + Ck¥ka(l-cp) +k¥k. (l-cp) 

+k2k.(1-mn) +k2ka(1-rmcp)J/B} 

となる。ここで B= k¥k3 + k¥k. + k2k3rm，さらに 1一ω*=計であるとする

と，(CP-CL)ω* = 1-cp7r* -Cz.ω*ー(l-cp)となる。ここで計は実質利潤で

ある。この関係を考慮すると，定常状態の物価水準は，

(1-15) P*=E/{(l-c月*ーCLω*)+ Ck2k. (1-mn)十k2ks(1-rm)J/B}

となる。(1-13)で表わされる体系が安定的であるためには

(1-16) B(l-cp7r*ー CLω*)十日2九(l-mn)十k2k3(1-rm)J>0

であることを必要とする。ここで B>O，1-cp7r* ~CLω*>0 である。よって

その体系が安定的であるかどうかは k¥k.(l-mn)+k2k3(1-rn) の符号に

よって判定される。もしこの符号がゼロであるならば，上の体系は安定的で

ある。もしそれが負であるならば，その体系は不安定になるかもしれない。

この不安定要因は固定価格部門において生じる。この部門において実質賃金

要求がそのオッファー値よりも大きいときには， この体系は不安定になるか

もしれない。しかし，もし(1-15)において実質賃金要求とオッファー値

とが一致するならば，

Ck2k.(1-nm) +k2k3(1-rm)]/B=0 

となるので， 価格変動を惹起するコスト要因の効果は取り除かれて， (1-

15)は

(1-17) pe =E/(1-cp;π*-CLω*) 

と変形される。ここで P"は均衡物価水準である。したがって経済が均衡し

ているときには外生的な有効需要 (E)が大きくなることによって均衡物価

水準は上昇するが， しかし実質賃金の過剰要求はこの水準に影響しえない。

しかし，過剰賃金要求は定常価格水準 (Pつを高める。このときインフレ

率はこの要求によって大きくなる。インフレ率が大きくなっているときには

定常価格水準も平均して上昇しているので，我々は定常価格水準をインフレ

率の代理変数として使うことができょう。過剰賃金要求がインフレ率を大き

くすることを明らかにしよう。過剰賃金要求は労働者による実質賃金要求
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(WjP) 0と企業者によるオッブァー値 (WjP)<Jの差である。その要求は

(WjP) 0ー(WjP)O=nーす=(mn-l)jm 

として与えられる。あるいは，

(砂川)0ー(WjP)O=rーす=(rm'-l)jm 

として与えられる。 (WjP)Uー(WjP)0>0のとき，k2k4(1-mn)くOあるい

は(および)k2k3(1-rm)くOとなるので， (1-15)の定常物価水準は過

剰賃金要求の度合が強くなるにつれて上昇してしぺ。つまりこの度合が強く

なるにつれてインフレ率は大きくなる。

第2節 税率を含むモデノレ

基本モデルでは税率の変化のインフレ率に与える効果は分析されない。我

々は基本モテ、ノレに税率を含めてこの率の変化が分析されるモデルを構築す

る。税率の変化は需要に影響するだけではなく，他方で費用にも影響する。

したがって，税率の上昇によってインフレ率は大きくなるかもしれない。本

稿において我々が取り上げる税は所得税のみである。我々のモデ、ルで、は所得

は賃金と利潤のみである。賃金所得に課せられる税を賃金税と呼び，利潤に

課せられる税を利潤税と呼ぶ。賃金税率を twと書き，利潤税率を tpと書

く。このモデルで、は，有効需要は

PR=CL(1-t川WL*十cp(1-tp)(PQ* -WL*)十E

として与えられ， 目標価格および目標貨幣賃金率は，

pD=mW + tpxp(P-W) 

WD=nP十twXwW

として与えられる。ここで Xpは利潤税を価格に転嫁する割合 Xwは賃金

税を価格に転嫁する割合で oくXp，Xw三五1である。 この関係式からオッフ

ァーされる実質賃金率は

(WjP) 0= (1-tpxp)j(m-tpxp) 
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として与えられ，要求実質賃金率は

(WjP) c=nj(l-twxw) 

として与えられる。よって，過剰賃金要求は

(2-1) (WjP)Cー (WjP)O={(l-tpxp)(l-twxw) -n(m-tpxp)}j 

(m-tpxp) (l-twxw) 

となる。有効需要を表わす式， 目標価格および目標貨幣賃金率を表わす式を

(1-12)の価格調整方程式に代入し， 前節と同様の正規化を仮定するなら

ば，我々は

(2-2) 
(Pi (ktCCp(l-tp)-lJーん(l-tpxp)

LかJ=Lk3rcP(1-tp)+k4n 
ktCcL(l-tw) -cp(1-tp)J +ん(m-tpxp) yPi 

k3rCcL(1-tw) -cp(l-tp)J -k3一丸(l-twXw))lW) 

(ktE i 
+1 
l..k3rE.，J 

を導出することができる。この係数行列を Doとすると， この体系から定常

(物価)水準は，

P* = Cktka+ktk，(l-twxw) +k2k3(mp-txp)JEjdefDo 
W* = Cktkar +ktk，n十k2k3r(1-tpxp)JEjdetD。

として求められる。よって定常実質賃金率は

(2-3) W* jP*=w* = Cktk3r+k九n十k2kar(1-tpxp)Jj

Cktka十ktk4(1-fwxw)十九kar(m-fpxp) J 

となる。係数行列式の値は

detDo= C -ktk3r -k2kar (l-tpxp) -ktk4nJCcL(1-fw) -cp(l-fp) J 

十k2k4C(1-tpxp)(l-twxw) -n(m-tpxp)J 

十k2kaC(l-tpxp) -rcp(l-tp) (m-fpxp) J 

一kt兵kaC(ωCp(仕1一fp)一1]一kt兵h丸4CCP(仕1一fp)一1口J(仕1一fwx仇w
でで、ある。(2-3)を考慮し，1-w* =日を使って定常物価水準を求めると，

これは
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( 2 -4) P* =Ej{(l-w*cL(l-tw) -n*cp(l-tp) J 

+k2k.( (l-tpxp) (l-twxw) -n(m-tpxp) 

+k2ka((1-tpxp) -r(m-tpxp)JjB'} 

247 (523) 

となる。 ここで B'=klka+k2k4r(m-tpxp)+k1k4(1-twxw) である。

(2-2)で表わされる体系の安定性を吟味してみよう。 (2-2)から

trDo=k1(cp(1-tp) -1]一九(l-tpxp)+丸(rcL(1-tW)-rcp(l-tp) 

-1] -k.(l-twxw)く0，

detDo=B'{(l一ω*cL(l-t川一π*cp(l-tp)J +k2k.((1-tpxp) 

(l-twXw) -n(m-tpxp)J +k2ka((1-tpxp) -r (m-tpxp)J} 

が導出される。ここにおいて ω*+計 =1であることを考慮すると，

(2-5) 1-w*cL(1-tw)一日cp(l-tp)>O

となるので， この体系が安定的であるかどうかは過剰実質賃金要求の符号に

依存することになる。もしこの要求がゼロであるならば，

ん丸((l-fpxp)(l-twxw) -n(m-tpxp)J +k2kaC(1-tpxp) 

-r(m-tpxp)J =0 

となり， この体系は安定的になる。もしその要求が正であれば，体系は必ず

しも安定的ではない。このとき，

んん((l-tpxp)(l-fwxw) -n(m-tpxp)J +k2kaC(1-tpxp) 

-r(m-tpxp)JくO

となっている。

税率の変化の所得分配におよぼす効果について吟味してみよう。最初にこ

の変化の実質賃金率に与える効果を吟味してみよう。 (2-3) より，

Ow* jotW=W*klk.xwj B'>O，。ω*jofp= -k2karπ*xpjB'くO
が得られる。課税後の実質賃金率への効果を求めてみよう。課税後の実質賃

金率を ωJとすると， ωa*=(l-fw)ω*であるので，

。ωa*jotw=一ω水十 (l-tw)oω*jotw=一ω*(1ー(1-tw)kJk4xwjBつくo
OWa * jotp= (l-tw) oω* jotpくO

となる。税率の課税後の利潤への効果を吟味してみよう。課税後の利潤を
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πα*とすると， これは

πα*=(1-tp)π* = (1-tp)(1一ω*)

となる。よって

d7l:a*jdtw=一(1-tp)ゐ*jdtwく0，

3π，，;* jdtp=ーπ本C1-k2karC1-tp)xpjB'JくO

が得られる。賃金税率の上昇は課税前の実質賃金率を上昇させるが， しかし

課税後のそれを低下させる。また利潤税の上昇は両ケースにおいて実質賃金

率を引き下げる。この税率の上昇によって課税後の利潤は減少する。

第3節 税率変化のインフレ効果

この節では税率の変化のインフレ率に与える効果を分析しよう。税率が大

きくなると政府の税収が増大し財政は黒字になる。政府がその予算を均衡

させようとするならば，政府は財政支出を拡大するかあるいは国債発行を少

なくするであろう。我々は政府が国債発行を少なくし財政支出を一定不変に

維持するものと仮定しよう。

税率の上昇は需要効果と費用効果とをともなう。需要効果とはその上昇が

伸縮価格部門において有効需要を小さくし価格水準を低くする効果であり，

費用効果とはその上昇が費用増加をもたらし価格水準を上げる効果である。

我々は(2-4)から

E / dωa * ， _ d7l:a * d (Aj B') 
( 3 -1) dP* jdti= r2 (CL否17+CP3石一-Et; ) t=ω，ρ. 

ここで r=C1ーω*cL(1-tw)ーπ*cp(1-tp)J+ AjB' 

A=k2k4C(1-tpxp) (1-twxw) -n(m-t.pxp)J 

+k2kaC(1-tpxp) -r(m-tpxp)J 

を得る。前節において明らかにしたように，税率が課税後の賃金および利潤

* dπJ 
に与える効果は ιくOおよひ くOとなる。課税の需要効果は

どCJ!i--"v 4u  d.. V dti 

(3-2) nu 
く
J
一h
b
7
 

p
 

n
b
 +
 

*一
L

azι 
ω一ペ
U

《

dυ

一L
 
C
 

(i=w，ρ) 
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として示され，税率上昇は価格水準を下げることが明らかにされる。費用効

果は -d(A/B')/dtiによって示され， これは正である。つまり

d(A/B')/dtw= -k2k4Xw(m-tpxp)/B'くO
( 3-3) 

d(A/B')/dtp= -k2xp7r*Ck2(1-twxw)十九J/B'くO

となる。費用効果はインフレ的であることが判然とする。よって税率上昇の

効果は需要効果と費用効果の大小に依存して決定される。もし xp=Xw=Oで

あるならば， 費用効果はゼロとなるので，税率上昇は需要効果のみをもたら

す。よってこの場合には税率上昇はデフレ的である。経済が完全競争に近づ

くにつれて生産主体および労働者が税を価格および賃金に転嫁できなくなる

ので， この場合にも税率上昇はデフレ的である。またもし CL=CP=Oである

ならば，税率上昇の需要効果はゼロとなり費用効果のみが残る。よってこの

場合には税率上昇はインフレ的である。一般には oくCL，Cpく1であり，
O三五xw，Xp豆1であるので， 税率の上昇がインフレ的であるかデフレ的であ

るかを判定するのは困難で、ある。

我々の混合経済においてインフレを助長する要因として過剰実質賃金要求

がある。税率の上昇はこの要求を大きくし，経済をインフレ的にするかもし

れない。また労働者による過剰賃金要求は財市場を超過供給状態に導くなら

ば，税率の上昇はインフレも失業も大きくするかもしれない。税率の上昇が

インフレ率および失業(産出水準)にいかなる影響を与えるかを明らかにす

るためには少くともインフレ率と産出水準の関係を示さなければならない。

我々は以上の分析において Q*=Qという仮定をおいて， 計画産出量が完

全雇用産出量に等しいと取り扱ってきた。以下では計画産出量と完全雇用産

出量とは一致しない場合において税率の変化の効果を分析する。

この場合における体系は，

n* 
r p 1 rムcp(l一昨言 -k1ーん(l-tpxp)

(3-4) 11=1 印

lw) lkarcp(l-tp)す +k4n
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n* 
丸((CL(1ール)ーの(1一叫す+k2(m-tpxp)

丸r((cL(l-tw)-cp(l-tp)ず一九一九日

[]{:~J 
として表わされる。この係数行列を D1 とすると， この体系の安定条件は，

叫 ={k1cp(1-tp)十丸山L(lール)-Cp(l-tp)}ぎ
-k1ーんーん(l-tpxp)一丸(1-twXw)くO

detD1=一(cL(l-tw)-Cp (l-tp) J (k1k3r +k2k3r (l-tpxp) +klk4nJ 

n* n* n* 
す +:k1kaCcp(1-tp) ~ -1] +陥〔の(l-tp)す-1]

(1-twXw) 

として表わされる。 detD1の符号は不確定である。もし，

Q* Q* 
(3ー 5) B'(l-w*CL(l-tw) -rr*cp(l-tp)J一石 + (1一一否)

+ (A'/B')>0 

であるならば， この体系は安定的である。 ここで A'=k1k4((1-tpxp)(1-
n* 

twXw) -n(m-tpxp)J + k2ka{(1-tpxp)ーメcp(l-tp)(l- ~ )+1](m-tp 

xp)}である。もし要求実質賃金率とオッブァー値とが一致しているならば，

(3-6) 
(l-tpxp) (l-twxw) -n(m-tpxp) =0 

(l-tpxp) -r(m-tpxp) =0 

である。 Q*=Q のときには， (3-6) が仮定されると detD1>0となる

が， しかし Q*くQのとき， (3-6)が仮定されでも，detD1>0になる

とは限らなし、。

n* 
(l-tpxp)ーバcp(l-tp)(1-す)+1] (m-tpxp) 

が正であるならば， (3-6)が満足されている限り，A'>Oとなるのであ

るが，実際には
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〆】領事

凶 吋p)c1一一言)竹

が正であるので， (3 6)が満足されているときには，

n* 
〈いtpXp)…r(cp(l-ω(1ー←言)十以m-tpxp)
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は負である O したがって我々は褒求実質賃金率とオヅブァ…鐙とが一致して

いるときでさえ必ずしも (3 4)が安定的であると主張できない。

我〆々 奇はこの 0体休系においてインブレ率と産出f最義義:の関係言をど現らかにしてみよ

う九ο i以与式i下

金率は (2一3ω)として与えられるo 実畿の実祭賞金謀容と窓常実質議金率と
が喜多しいならば， インフレ率と計画議出量の関係は

n* 
(3 7) PjP=k1(CPXa*叩 a*J吉晴(m-tpxp)w*

…K2〈14pgp}41〈1-jL)

となる。 (3-わからインブレ喜容と計醤産出量の関係を閣に描くと， 下の

〈喜怒-1)のようになるとしよう。

P/P 
Q 

a 

意 Q. 

車

{謹一1)
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この閣は縦車両の切片がマイナスであるという援定のもとで織かれている。

税率の変11::.がインブレ率に与える効果な導出してみよう。黄金税率の変化

がインフレ率に与える効薬は

a (iう'jP)~L ，- _arra" ， a~υa，* ..... Q* 会*
〈3-8〉 -w吋 I(勺五十CL百〕否十k2(m…tpxp〉£走。

。1('α" aω♂ 
として表わされる。 (3-刊より cpatJV十C'-石川である。議方，前節

において示したように 77W〉Oである。したがって，賃金税率の変{とがイ
ンブレ率に与える効果は不確定である。利潤税率の変化がインブレ率に与え

る効果は，

(3 9) 主更/P)_ h rr_?1Ca" 恒空ず aw* 
atp一出kJcp説F十CLSfJ5÷ん(m-tpxp)否tp
-k2w*xp十k2xp差。
arra*. ow傘 合ま

となる。にで Cp-atp十CL布く0，kz(m叫 Xp)式くいある。他方，

h幸司-w*)XP>Oである。 したがって，潤i関税率の変化がインフレ率に与え

る効果は不確定で、ある。

つぎに有効需嬰の増加がインブレ喜容に与える効果を務らかにしてみよう。

計画議出量と零望書去最とが等しいとき， 構要最が大きくなると，インフレ率は

きくなる。緩済が(図-1)のムさまに位霞しているとき，外生的な政府支

出の拡大によって有効需要が大きくなると， 経務状態はA)去の右に位震まず

る。 E/Pがその拡大によって影響されないとするならば， その拡大によっ

て経済はA点から aa線に治って右に移動する。 Q"ヱヱRのとき，欝要援の増

加がインフレ率に与える効果は，

o(P;P) t. ('A _ *事。E
(3-10) うfd1〔伽α 十ω ，，*J/Q+kl布 jP>O
として与えられる O

以下では， 本節の仮定を若干修正し，財政政策のインブレおよび失業に与

える効5誌を分析してみよう。政府が税率安変吏するとき，政府の間援発持議室

を一定にして政府支出を変更すると仮定しよう。 この復まさのもとで財政政欝

の効果宏明らかにするα
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最初に， 税率の変化のインブレ率に与える効巣で需要要因の効果の方が費

用契闘の効果よりも支艶的である場合において政策の効果を分析しよう c

政府は賞金税率ー合引き上げて政府支出を拡大したとしよう。初期待点にお

いて経済は A 点にあったとしよう。資金税率の上昇はインフレ率を小さく

し， (l濁-2)に示されているように，この上昇は経済をA点から A'点へ

と移動させる。他方，政府支出の拡大は経済を A1点から aa'線にそって

に移動させる O よって政府によるとのような税率上昇とその支出拡大の政策

は，経済をA点から右下の点(たとえばβ点〉に移動させる。科i関税務のき!

き上げと政府支社iの拡大を組み合せた場合もこれと詞じ結果を得る。

-
P

一DA
Q 

。 Q* 

a 

(図…2)

つぎに， 税率の変化のインブレ率に与える効果で費用要因の効果の方が需

要要因の効果よりも支配的である場合において政策の効果を分析しよう。

政府は黛金税率を引きとげ、て政府支出を拡大したとしよう。この税率の引

き上げはインフレ率を大きくするので， (陸一3)において経済を A点から

Aグ点へと移動さ5せる。飽方， 政府支出の拡大は a"all線に沿って右に移動

させる。よってこの政策の場合には経済l$:A点からCi誌に移動させる。



254(530) 経済学研究第32巻第 2-iま

-
P
一
?

奇

a" 

。

a 

Q* 

a" 

畠

く図…3)

最後に税率の引き上げの効果で費用要因の効果が支配的であり，政府は

その余剰を大きくする場合における税率上昇の効果な分析しよう O 震金税率

-
p
a
一日
A

む

a" 

韮

Q参

a 

(国-4)
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で、あろうと潤潤税率であろうとも， 費用効果が支説的であるときには，経済

はA点、から Aρ 点へと移動する。さらに政府がその余剰を拡大しようと

るならは経済状態はA"点からがポ線に治って左下に移動する。この政

策を(酪-4)に描いてみよう o この政策によって経済はA点からD点へと

移動する。 このA点からD点への移動は経済を失業下のインフレへと導く。

D点においては進出水準はA点におけるこの水準よりも低いG

設冷の生産関数

Q*泣 AL吋 (L本<L)

においてAおよびrが一定に与え白れると， 蔑出水準と護用水準は対数線裂

の関数関係によって表わされる。よって産出量の変化率と雇用震の変化率は

比椅的になる。 したがって，経済がA点からD点に移動すると，失業水準は

高くなる Q

むすび

我々はヒッタスによって提唱さわしている伸縮徳格部門と臨定価格部門から

織成されてし、る混合緩済において税喜界の上昇がインブレ的かあるいはデブレ

的か宏吟味してきた。この上昇の効果が欝婆要因および費用要留の効果とに

分解され， この珂効果が相互に相殺するように働くために我々は税率の上昇

がインフレ的かあるいはデヲレ的であるかを特定化できないという結論に達

したのである。

我々は今日の資本主義続済においてヒッグスの意味での認定髄格懇門〈つ

まり寡占部門〉が支援2的になってきでいると認識している O もし経済全体に

占めるこの部門の割合が大きいならば， 税率の上昇の効果で費用効果が支配

的になるであろうから， この税率の上昇はインフレ的になる。また，今日の

資本主義経済において政府がその支出を縮小することはなく拡大するなら

ば，不完全援用下で経済の産出水準は大きくなるであろう O したがって，今

日の資本主義経済では， 産出水準の拡大とインフレの共存が一般であろう。

しかし， 特殊な場合には失業下のインフレに今日の紫本主義経済は陥るかも
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ーしれない。政府がその余剰を犬きく Lょうとして，税率を引き上げかつ政府

支出を縮小しようと試みると， 経済は失業下のインフレとなるかもしれな

し、o

我々は本橋において政府支出および資産髄僚を外生的に取り扱っている

が， これらを内生的に取り扱うそう〆lvを提示することによって我々はより尭

したそデノレにおいて税率の変化を処遇できるであろう。たとえば，政府の

予算制約式を明示的に入れ， さらに投資関数を加えて資本蓄穣をも考感ずる

ことによって， 我々はより完結したそデルを構築できょう。このことによっ

てkックスの混合経済モデルがより広汎な経務分析に科期されるようにな

る。

1) (1-1のにおいて，k2=ん=むのときには，B(l-Cp'Jr*-CLω勺>0.しかしなが

ら，k1=ka=0のときには B口♀となる。それゆえに，detD=kzん(1-m銘)<0.

よって，不公定華客国をこの経済に与えているのは鴎定価務部門である。

め この Eは外生約に決定される有効請書喜であるo E i主主詳に外生的に決定される政府

支出だけではなく貨幣数設にも依存している。

わ り…5)が成立していて要求実質賃金書事とオッファ しいならば.detDo= 

B'{l-ω*CL(l-tW)ーがcp(l-tp)}となるので，detDo>むとなる。このときには

く2-2)で表わされる体系は安定的になる。しかし超過賃金重要求があるとdetDo

姿。を特定化で、きないので、' 我々は (2-2)が安定的ヤをあるとは主張できない。

の しかしながら，実際には. (図ーけのようになるとは限らない。もし

ん(m-tpxp)ω*ーんく1-t向〉 -hs〈i-E〉くO
であれば.c額一けのよ告に縦斡切片はザイナスになる。しかし，a立線が検事員会

E"i *' :t'¥A 切るかどうかは不篠定である。というのは，j5=(1 -CLωJ}CprJ〉Q>o ， hz〈柑~-

tpXp)制*-kz(l-tpxp)=ん(mw*+tpx〆-1)凱又，-k1(1一手)=kl((1-CL
断〆…Cp'Jra*)Q-l)主主Oである。よって，完全援用のもとでは，

5410-WFCM〈母一山(mw*+切に1)

もし tうjP>Oであれtばま.aa線は横軌を切るoQ主主iのもとで，mw*注1となる5走

資霊安?金添加つあるいは叫が見つかるならば.(3…7)は(鶴一けのように

績かれる。
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K. . P 
もしん(m-tpxp)W*-kz(1一例，)-kt(1一子)>0ならば，主はいかなる水準の

計額産出震に対してもまの綴をとる。このケ…スに対応する図によって課税のイ γ

フレ効果を分析しても，我々の結論に著者しき変獲をもたらさない。

め 我々は(図-2)な績〈際に賃金税家の変化が費用要留に与える効果を無援してい

る。この無視によって我々の結論が著しく摂われることはない。もし賃金税率の変

化の費用葵尽に与える効楽が考慮されると， (図-2)において aa'線が1:にシフ

トするだけである。ただし， ここのシフト後において，A'点はいつも A点の下にあ

る。したがって，我々が賃金税務の費用婆霞に与える効采を無視して L図-2)を

織いても， 我々がこの図を使って以下で務らかにすることに本質的な穏途宅どもたら

さないと考えられる。

6) (図 3) および(~喜一 4) を描くときに，段々は賃金税率の変化が議姿重要因まニ与え

る効祭を無視している。 もしその変化の需要姿閣に与える効3誌を考慮すると， (図
-3)において a"a"線の綴きが小さくなる。 しかし，A"点はいつも A 点のょ

にある。したがって，く図-3)および〈図-4)を使って，税運転の変化の分祈念試

みても薬害しき誤与をおかすことはない。

7) 淡々はとックスの混合経済そデノレを広汎な経済分析に利用するためにはマ…タプッ

プ殺についての立ち入った考祭を必要とするであろう。というのは，淡々はこの叩

Fアッブ喜容がいつも正常であると殺定しているが， しかし この主容は実際には一

時的な紫F誌の変動あるいは有効欝裂の変動によって彩饗をうけるかもしれない。と

にかく，我々はすータアップ家宅〉決定メカニズムを切らかにしなければならない。
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